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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第16期
第２四半期
累計期間

第17期
第２四半期
累計期間

第16期

会計期間
自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日

売上高 (千円) 1,254,639 1,440,922 3,118,738

経常利益 (千円) 106,618 40,184 284,557

四半期(当期)純利益 (千円) 62,770 22,228 192,202

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 155,974 993,886 993,814

発行済株式総数 (株) 2,613,500 6,828,200 3,412,000

純資産額 (千円) 359,676 2,132,685 2,164,896

総資産額 (千円) 1,857,417 3,479,073 3,771,650

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 12.01 3.26 35.25

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － 3.19 34.46

１株当たり配当額 (円) － － 16.00

自己資本比率 (％) 19.36 61.30 57.40

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 209,096 △265,854 353,265

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △77,916 53,212 △105,195

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △69,842 △79,188 1,571,460

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,233,288 2,699,650 2,991,480
 

 

回次
第16期
第２四半期
会計期間

第17期
第２四半期
会計期間

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

(円) 11.87 △0.22

 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移は記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は関連会社を有していないため、持分法を適用した場合の投資利益の記載を省略しております。

４．第16期第２四半期累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存

在するものの、当社株式は非上場であるため期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません。

５．平成29年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。このため、第16期の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半

期(当期)純利益金額を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 
２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、米国新政権の政策動向や米国利上げの影響から円安基調が進行す

るなか、企業収益や雇用環境は堅調に推移しましたが、個人消費は未だに低調に推移しており、先行きとしては不

透明な状況にあります。

当社のコインランドリー事業を取り巻く環境といたしましては、政府が推し進める働き方改革により、従来非労

働者であった高齢者及び女性が労働者となる仕組みが作られることが予想され、このことから時間を有効活用出来

るコインランドリーは更なる利用者層の拡大と需要の伸長が期待されます。

このような状況の下、当社は「布団を洗う」という新たな洗濯習慣の変革への啓蒙活動や積極的な広告施策も継

続して行いながら、既存エリアでの営業活動に加え、新規エリアへの営業活動も強化し、フランチャイズ（以下、

「ＦＣ」という）店舗の出店を中心に取り組んでおります。

また、当社は３月に既存エリアでも出店数の少ない山口県、長崎県に営業所を設置しました。これにより、効率

的な営業活動を行い、更なる業績拡大を実施してまいります。

この結果、当第２四半期累計期間の売上高は1,440,922千円（前年同四半期比14.8％増）となり、営業利益は

37,878千円（前年同四半期比64.5％減）、経常利益は40,184千円（前年同四半期比62.3％減）、四半期純利益は

22,228千円（前年同四半期比64.6％減）となりました。

 

事業区分別の業績は次のとおりであります。

①　ＦＣ事業

当第２四半期累計期間におけるコインランドリー店舗数(直営店を除く)の推移は以下のとおりであります。

ＦＣ新規出店数は45店舗となった結果、売上高は971,737千円（前年同四半期比9.8％増）となりました。

　（単位：店舗）

 
平成28年12月31日
現在の総店舗数

期中増減
平成29年６月30日
現在の総店舗数

関 西 エ リ ア 4 2 6

 大 阪 府 4 2 6

中 国 エ リ ア 26 7 33

 岡 山 県 ― 1 1

 広 島 県 8 2 10

 山 口 県 18 4 22

四 国 エ リ ア ― 2 2

 愛 媛 県 ― 1 1

 香 川 県 ― 1 1

九 州 エ リ ア 331 34 365

 福 岡 県 145 22 167

 佐 賀 県 17 1 18

 長 崎 県 5 4 9

 熊 本 県 39 2 41

 大 分 県 43 2 45

 宮 崎 県 50 2 52

 鹿児島県 32 1 33

合計 361 45 406
 

②　店舗管理事業
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当社はすべてのＦＣ店舗についてコインランドリー店舗の管理を受託しており、ストック収入となることから店

舗増が寄与し、売上高は317,798千円（前年同四半期比40.5％増）となりました。

 
③　直営事業その他

当第２四半期累計期間の店舗の売上に影響を与える降水量につきましては、当社の出店エリアにおきまして平年

比82.6％となっており、１ミリ以上の降雨日は、平年比82.5％となっております。

このため、直営店売上は減少いたしましたが、ＦＣ店舗数の増加に伴い、店舗の修繕による収入及び店舗の経費

精算業務等に伴う業者からの事務手数料収入等が増加しました。

この結果、売上高は151,387千円（前年同四半期比5.5％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

（資産）

当第２四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ292,576千円減少の3,479,073千円となりまし

た。これは主に、たな卸資産が68,192千円増加した一方で、現金及び預金が291,830千円、売掛金が51,657千円減少

したこと等によるものであります。

（負債）

当第２四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ260,365千円減少の1,346,388千円となりまし

た。これは主に、預り保証金が78,071千円増加する一方で、買掛金が249,194千円、預り金が63,657千円、未払法人

税等が38,646千円減少したこと等によるものであります。

（純資産）

当第２四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べ32,210千円減少の2,132,685千円となりまし

た。これは主に、四半期純利益22,228千円の計上がありましたが、剰余金の配当54,592千円により、利益剰余金が

32,363千円減少したこと等によるものであります。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前事業年度末と比較して

291,830千円減少の2,699,650千円となっております。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果支出した資金は、265,854千円（前年同四半期は209,096千円の収入)となりました。これは主に、

税引前四半期純利益が40,184千円、売上債権の減少が51,657千円あった一方で、仕入債務の減少が249,194千円、た

な卸資産の増加が68,192千円、預り金の減少が63,657千円計上されたこと等によるものであります。

 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果得られた資金は、53,212千円（前年同四半期は77,916千円の支出）となりました。これは主に、

預り保証金の受入による収入が81,597千円あった一方で、敷金及び保証金の差入による支出が12,582千円、その他

の支出が8,861千円計上されたこと等によるものであります。

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果支出した資金は、79,188千円（前年同四半期は69,842千円の支出）となりました。これは主に、

配当金の支払額が54,592千円、長期借入金の返済による支出が22,358千円計上されたこと等によるものでありま

す。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,828,200 6,828,200

東京証券取引所
（マザーズ）
福岡証券取引所
（Ｑ－Ｂｏａｒｄ）

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら限
定のない当社における
標準となる株式であ
り、単元株式数は100
株であります。

計 6,828,200 6,828,200 ― ―
 

　(注)　提出日現在発行数には、平成29年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月１日
（注１）

3,412,000 6,824,000 ― 993,814 ― 923,814

平成29年４月１日～
平成29年６月30日
（注２）

4,200 6,828,200 72 993,886 72 923,886

 

（注１）株式分割(１:２)による増加であります。

（注２）ストックオプションとしての新株予約権の権利行使による増加であります。

 
(6) 【大株主の状況】

  平成29年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

児玉康孝 宮崎県宮崎市 1,927 28.22

株式会社ＫＤＭ 宮崎県宮崎市吉村町引土甲629-11 1,554 22.75

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海1丁目8-11 354 5.19

児玉　眞由美 宮崎県宮崎市 200 2.92

株式会社宮崎銀行 宮崎県宮崎市橘通東4丁目3-5 160 2.34

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505001
（常任代理人　株式会社みずほ銀
行）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A
（東京都港区港南2丁目15-1）

95 1.40

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC
ISG(FE-AC)
（常任代理人　株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET
LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM
（東京都千代田区丸の内2丁目7-1）

67 0.99

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2-10 34 0.50

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋1丁目9-1 31 0.45

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11-3 31 0.45

計 ― 4,456 65.26
 

（注）１　発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて記載しております。

２　平成29年４月６日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、レオス・キャピタルワークス株式

会社が平成29年３月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社としては、当

第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めてお

りません。

なお、その変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

レオス・キャピタルワークス
株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目11番１号 506,800 7.43
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ―   

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

6,824,300
68,243

１「株式等の状況」(1)「株式の総
数等」②「発行済株式」に記載の
とおりであります。

単元未満株式
普通株式

3,900
― ―

発行済株式総数 6,828,200 ― ―

総株主の議決権 ― 68,243 ―
 

 

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成29年４月１日から平成29年

６月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成29年１月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものと

して、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年12月31日)
当第２四半期会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,991,480 2,699,650

  売掛金 118,317 66,659

  たな卸資産 ※１  83,836 ※１  152,028

  その他 52,160 34,712

  流動資産合計 3,245,794 2,953,050

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 169,134 161,854

   その他（純額） 148,485 136,544

   有形固定資産合計 317,619 298,399

  無形固定資産 4,590 5,755

  投資その他の資産 203,645 221,867

  固定資産合計 525,855 526,023

 資産合計 3,771,650 3,479,073

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 488,384 239,189

  1年内返済予定の長期借入金 44,384 44,218

  未払法人税等 60,096 21,450

  預り金 265,539 201,881

  賞与引当金 3,661 3,661

  その他 175,288 211,598

  流動負債合計 1,037,353 721,999

 固定負債   

  長期借入金 66,739 44,547

  預り保証金 488,209 566,281

  資産除去債務 9,788 9,845

  その他 4,663 3,715

  固定負債合計 569,400 624,388

 負債合計 1,606,754 1,346,388

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 993,814 993,886

  資本剰余金 923,814 923,886

  利益剰余金 247,474 215,110

  株主資本合計 2,165,103 2,132,884

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 △207 △199

  評価・換算差額等合計 △207 △199

 純資産合計 2,164,896 2,132,685

負債純資産合計 3,771,650 3,479,073
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 1,254,639 1,440,922

売上原価 845,994 946,999

売上総利益 408,645 493,923

販売費及び一般管理費 ※１  302,049 ※１  456,045

営業利益 106,595 37,878

営業外収益   

 受取利息及び配当金 424 356

 収用補償金 － 1,889

 その他 1,073 934

 営業外収益合計 1,498 3,180

営業外費用   

 支払利息 938 701

 その他 537 172

 営業外費用合計 1,475 874

経常利益 106,618 40,184

税引前四半期純利益 106,618 40,184

法人税、住民税及び事業税 41,056 14,650

法人税等調整額 2,792 3,305

法人税等合計 43,848 17,955

四半期純利益 62,770 22,228
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 106,618 40,184

 減価償却費 19,286 25,763

 賞与引当金の増減額（△は減少） 458 －

 受取利息及び受取配当金 △424 △356

 支払利息 938 701

 売上債権の増減額（△は増加） △64,050 51,657

 たな卸資産の増減額（△は増加） △29,620 △68,192

 仕入債務の増減額（△は減少） 165,300 △249,194

 預り金の増減額（△は減少） 59,225 △63,657

 その他 28,533 48,118

 小計 286,265 △214,974

 利息及び配当金の受取額 374 278

 利息の支払額 △721 △497

 法人税等の支払額 △76,820 △50,660

 営業活動によるキャッシュ・フロー 209,096 △265,854

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △121,296 △5,848

 無形固定資産の取得による支出 △3,342 △1,093

 敷金及び保証金の差入による支出 △19,482 △12,582

 預り保証金の受入による収入 73,434 81,597

 その他 △7,230 △8,861

 投資活動によるキャッシュ・フロー △77,916 53,212

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △25,644 △22,358

 リース債務の返済による支出 △2,382 △2,382

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 144

 配当金の支払額 △41,816 △54,592

 財務活動によるキャッシュ・フロー △69,842 △79,188

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 61,337 △291,830

現金及び現金同等物の期首残高 1,171,950 2,991,480

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  1,233,288 ※１  2,699,650
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【注記事項】

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期会計期間から適用しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(四半期貸借対照表関係)

※１　たな卸資産の内訳

 

 
前事業年度

(平成28年12月31日)
当第２四半期会計期間
(平成29年６月30日)

商品 636千円 3,089千円

仕掛品 10,200 〃 25,507 〃

原材料及び貯蔵品 72,999 〃 123,431 〃
 

　

(四半期損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自　平成28年１月１日
至　平成28年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日)

役員報酬 51,420千円 62,430千円

給料及び手当 80,728 〃 114,255 〃

減価償却費 6,287 〃 7,912 〃
 

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

　

 
前第２四半期累計期間
(自　平成28年１月１日
至　平成28年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日)

現金及び預金 1,233,288千円 2,699,650千円

現金及び現金同等物 1,233,288千円 2,699,650千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 平成28年１月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月30日
定時株主総会

普通株式 41,816 千円 1,600 円 平成27年12月31日 平成28年３月31日 利益剰余金

 

　（注）当社は平成28年４月２日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。

なお、１株当たり配当額は、当該株式分割前の配当金額を記載しております。

 
２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 
当第２四半期累計期間(自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月30日
定時株主総会

普通株式 54,592 千円 16.00 円 平成28年12月31日 平成29年３月31日 利益剰余金

 

　（注）当社は平成29年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。

なお、１株当たり配当額は、当該株式分割前の配当金額を記載しております。

 
２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

当社はコインランドリーシステムの提供を行う単一セグメントの業態であるため、セグメント情報の記載を省略

しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日)

(１）１株当たり四半期純利益金額 12円01銭 3円26銭

(算定上の基礎)   

　四半期純利益(千円) 62,770 22,228

　普通株主に帰属しない金額(千円) － －

　普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 62,770 22,228

　普通株式の期中平均株式数(株) 5,227,000 6,824,657

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － ３円19銭

(算定上の基礎)   

　四半期純利益調整額(千円） － －

　普通株式増加数（株） － 142,769

　（うち新株予約権）（株） － (142,769)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、
前事業年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

　(注)１．当社は平成29年４月１日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。このた

め、前事業年度の期首に株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

２．前第２四半期累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在す

るものの、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

ＷＡＳＨハウス株式会社(E32753)

四半期報告書

17/20



 

２ 【その他】

該当事項はありません。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年８月10日

ＷＡＳＨハウス株式会社

取締役会  御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士　　川　　畑　　秀　　二　　㊞
 

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士　　只　　隈　　洋　　一　　㊞
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＷＡＳＨハウス

株式会社の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの第17期事業年度の第２四半期会計期間(平成29年４月１日から

平成29年６月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成29年１月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ＷＡＳＨハウス株式会社の平成29年６月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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